
平成 13年 3月期 決算短信 (連結)  平成 13年 5月 25日

上   場   会   社   名       光洋精工株式会社 上場取引所東 大 名 福 札

コード番号       6473 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役経理部長 大阪府

                氏              名 妹尾　泰輔 TEL (06) 6271 - 8261

決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 25日

親会社名　　   　     (コード番号： -） 親会社における当社の株式保有比率：　    -   　％

米国会計基準採用の有無 無

１. 13年  3月期の連結業績(平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日)

(1)連結経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 396,108 9.7 10,258 76.9 10,453 119.0

12年  3月期 361,063 3.3 5,799 66.3 4,773 132.9

  
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 △ 12,106 - △ 61.72 - △ 10.9 2.4 2.6

12年  3月期 1,043 - 5.32 5.13 0.9 1.2 1.3

(注)①持分法投資損益 13年  3月期     1,131 百万円          12年  3月期      1,262 百万円

     ②期中平均株式数(連結）   　 13年  3月期   196,158,582 株          12年  3月期   196,158,565 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 471,208 99,856 21.2 509.06

12年  3月期 414,175 122,008 29.5 621.99

(注)期末発行済株式数(連結）　13年  3月期   196,159,067 株　　　12年  3月期   196,158,967 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

13年  3月期 23,737 △ 22,339 12,908 40,490

12年  3月期 18,915 △ 28,411 9,159 25,851

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  40　社   持分法適用非連結子会社数　1　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結(新規)  2　社  (除外)  2　社   持分法(新規)  0　社  (除外)  0　社

２. 14年  3月期の連結業績予想(平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日)

　
百万円 百万円 百万円

中間期 195,000 3,800 1,500

通　　期 405,000 10,500 4,500

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)              22 円  94 銭

売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

総  資  産 株  主  資  本 株主資本比率

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

１株当たり株主資本

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益

 当期純利益

現金及び現金同等物
期　末　残　高

財務活動による
キャッシュ・フロー



企 業 集 団 の 状 況

その他の関係会社 製品

ﾄﾖﾀ自動車(株) 部品等

製品

連結子会社 非連結子会社
 光洋販売(株) KOYO AUSTRALIA PTY.LTD.  KOYO ITALIA S.R.L.
 KOYO CORPORATION (ｵｰｽﾄﾗﾘｱ) (ｲﾀﾘｱ)

OF U.S.A.(ｱﾒﾘｶ) KOYO FRANCE S.A.(ﾌﾗﾝｽ)  KOYO MANUFACTURING
 SOCIETE DE MECANIQUE KOYO(U.K.)LTD.(ｲｷﾞﾘｽ) (PHILIPPINES)CORP.
D’IRIGNY S.A.(ﾌﾗﾝｽ) KOYO LATIN AMERICA,S.A. (ﾌｨﾘﾋﾟﾝ)

 KOYO MANUFACTURING (ﾊﾟﾅﾏ)  KOYO ROLAMENTOS DO
製品 (THAILAND)CO.,LTD.(ﾀｲ) KOYO SINGAPORE BEARING  BRASIL LTDA.(ﾌﾞﾗｼﾞﾙ) 製品 光

得  KOYO STEERING  PTE.LTD.(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ) 他 16 社
(THAILAND)CO.,LTD.(ﾀｲ) THAI KOYO CO.,LTD.(ﾀｲ)
 EUROPA-KOYO B.V.(ｵﾗﾝﾀﾞ) 他 6 社 関連会社
 KOYO DEUTSCHLAND GMBH.  SONA KOYO STEERING

(ﾄﾞｲﾂ) SYSTEMS LTD.(ｲﾝﾄﾞ)
他 5 社

              製品             製品
製品 非連結子会社 連結子会社 製品 洋
 KOYO ROMANIA S.A.  KOYO BEARINGS

(ﾙｰﾏﾆｱ) (EUROPE)LTD.(ｲｷﾞﾘｽ)

連結子会社 非連結子会社
 ダイベア(株)*  光洋精圧(株)  トキオ精工(株) 他 1 社 原材料
 宇都宮機器(株)  光洋熱処理(株)
 日本ﾆｰﾄﾞﾙﾛｰﾗｰ製造(株)  無錫光洋軸承有限公司(中国) 関連会社
 伊勢精機(株) 他 2 社  (株)ナカテツ 部品等 精

意  (株)タイホー   他 2 社

連結子会社 非連結子会社
製品  光洋機械工業(株)  KOYO MACHINERY U.S.A.,  ｺｰｷ･ｸﾘｴｲﾄ(株)  他 3 社 製品
 光洋ｻｰﾓｼｽﾃﾑ(株) INC.(ｱﾒﾘｶ) 関連会社
 光洋ｼｰﾘﾝｸﾞﾃｸﾉ(株)  (株)ファームテック

連結子会社  HYDROPERFECT 非連結子会社 工
 KOYO STEERING EUROPE  INTERNATIONAL S.A.  無錫光洋機床有限公司(中国)

製品             S.A.S.(ﾌﾗﾝｽ) (ﾌﾗﾝｽ) 他 2 社
 KOYO STEERING DIJON SAINT 関連会社
    ETIENNE S.A.S.(ﾌﾗﾝｽ)  T&K AUTOPARTS SDN.

BHD.(ﾏﾚｰｼｱ)

製品 連結子会社
 光洋電子工業(株) (株)

先              製品
製品 連結子会社

 AUTOMATIONDIRECT.COM
INC.(ｱﾒﾘｶ)

連結子会社
 KOYO DELAWARE INC.

(ｱﾒﾘｶ)
パートナーシップ

製品 関連会社 部品等
 TRW KOYO STEERING
SYSTEMS CO.(ｱﾒﾘｶ)

他 1 社 サービス関係その他
連結子会社 非連結子会社
 KOYO FINANCE  ｺｰﾖｰｻｰﾋﾞｽ(株)  他 10 社
 (NETHERLANDS)B.V. 関連会社

(ｵﾗﾝﾀﾞ)  (株)久永

* (株)大阪証券取引所市場第２部に上場しております。
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経 営 方 針

１．経営の基本方針

  当社グループは、
① マーケットから発想し、最高の技術・品質・サービスを提供する。

② 新しい価値を創造し、企業価値を高め、豊かな人間社会づくりを志向する。

③ 人を活かし、一人ひとりの可能性と働きがいを大切にする。

  以上を経営の基本姿勢として、ベアリング、ステアリング、その他多彩な商品群の開発を通じて、
グローバル優良企業としての地位を確保するとともに、地球環境の保全と国際社会への貢献を目指

してまいります。

２． 中長期経営戦略

  当社グループは、総合力を高め、環境変化に対応した事業の成長性と安定した収益性の確保を図
るため、重点的な資源配分を行うとともに、さらに徹底した構造改革を引き続き進めてまいります。

    ベアリング部門につきましては、
① 重点分野の商品戦略の展開

② 技術開発力の強化

③ グローバル供給・調達体制の構築

④ 品質・コスト競争力の確保

  ステアリング部門につきましては、グローバルシステムサプライヤーとして、
① 省エネステアリングシステムに代表される先端技術への開発力強化

② グローバル開発･生産･調達体制の強化

③ 市場優位の製品開発（コスト･性能･品質）

  その他の部門につきましては、ベアリング製造で培った精密加工技術をもとに、多様な商品展開
を図り、当社グループの優位性を活かした事業の選択と集中を行ってまいります。

３．利益配分に関する基本方針

  当社は、安定的な配当の継続および今後の事業展開のための内部留保の充実を基本として、業績
および配当性向等を総合的に勘案し、株主の皆様のご期待におこたえしてまいりたいと考えており

ます。
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経 営 成 績

１． 当期の概況

当期におけるわが国経済は、当初、民間設備投資がけん引役となり緩やかな伸びを示しましたが、

雇用環境の改善の遅れなどの影響から､個人消費は依然として低迷が続き、期の後半にかけては、足

踏み状態からさらに景気後退の兆しが見られるなど、先行き不透明感の強い情勢となりました。

一方海外におきましては、欧州経済は比較的安定した拡大基調にありましたが、米国経済は減速

軌道をたどり、その影響からアジア経済も景気後退の色合いが鮮明となりました。

このような経営環境の中で、当社グループといたしましては、技術力の強化と品質向上に努める

とともに、生産･販売体制の効率化を図ってまいりました。

  この結果、連結売上高は３,９６１億８百万円と前期に比べ３５０億４５百万円、率にして９.７％

の増収となりました。

  製品部門別に見ますと、

  ベアリング部門では、２ ,０２０億９６百万円と前期に比べ８.２％の伸びとなりました。自動車業

界向けをはじめとし国内で順調に推移し、海外におきましても、アジア地域を中心に増加いたしま

した。

ステアリング部門では、欧州地域を中心として大きく伸び、１,３２９億８２百万円と前期に比べ１１.５％の

増収となりました。

  その他の部門では、国内が堅調となり、６１０億２８百万円と前期に比べ１０.９％の増収となり

ました。

収益面につきましては、売上高の増加やコスト削減の効果などにより、連結経常利益は１０４億

５３百万円と前期に比べ増益となりました。しかしながら、退職給付会計導入による会計基準変更

時差異を一括して費用計上したことなどにより、連結当期純損失は１２１億６百万円となりました。

連結キャッシュ・フローにつきまして、営業活動によるキャッシュ・フローは２３７億３７百万

円の増加となりました。投資活動によるキャッシュ・フローが固定資産の取得による支出などによ

り２２３億３９百万円減少いたしましたが、財務活動によるキャッシュ・フローが１２９億８百万

円増加し、換算差額の増加および新規連結に伴う増加を加算しました結果、当期末における現金及

び現金同等物は４０４億９０百万円と前期末に比べ１４６億３９百万円の増加となりました。

当期の配当につきましては、期末配当金を１株につき３円とし、中間配当金（１株につき３円）

とあわせ、年間として１株につき６円とさせていただく予定であります。

２．次期の見通し

  米国経済に金融緩和政策の実施等による早期回復の期待がありますものの、いまだ先行きに不透

明感は強く、その影響からアジア経済・欧州経済も減速傾向がより顕著になることが懸念されます。

わが国におきましても、輸出環境の悪化の兆しが見られることにともない、景気後退局面が広がり

つつあり、経営環境はますます厳しさが増してくるものと考えられます。

このような状況に対処するため、引き続き徹底したコスト削減対策に取り組みますとともに、経

営資源投入の選択と集中をさらに進めることにより経営効率を高め、収益体質の強化を図ってまい

ります。

次期の業績につきましては､通期予想として､連結売上高は４,０５０億円､連結経常利益は１０５

億円､連結当期純利益は４５億円を見込んでおります。
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連    結    貸    借    対    照    表

（単位  百万円）

科               目
当          期

(13.3.31 現在)

前          期

(12.3.31 現在)
増           減

（資 産 の 部）

 流  動  資  産      ２５１,６０５      ２１４,１６７         ３７,４３７

現 金 及 び 預 金        ３８,２０６        ２３,０７９         １５,１２６

受取手形及び売掛金      １１０,１４２        ８９,８６８         ２０,２７４

有 価 証 券          ４,０３１        １５,４８９     △  １１,４５８

棚 卸 資 産        ８０,２６７        ７１,４０１           ８,８６６

繰 延 税 金 資 産          ４,７３１          ２,５４５           ２,１８６

そ の 他        １４,８５４        １２,４１３           ２,４４０

貸 倒 引 当 金     △      ６２８     △      ６３０                  １

 固  定  資  産      ２１９,３９４      １８６,３６８         ３３,０２６

  有 形 固 定 資 産      １６６,６６３      １５８,１００           ８,５６２

建 物 及 び 構 築 物        ４１,５６５        ４０,７１３              ８５１

機械装置及び運搬具        ８１,８７４        ７６,５４４           ５,３３０

工 具 器 具 備 品          ６,１５３          ５,８５６              ２９７

土 地        ２７,１１２        ２７,２３５     △       １２２

建 設 仮 勘 定          ９,９５７          ７,７５０           ２,２０６

  無 形 固 定 資 産          １,５２０          １,６５３     △       １３２

連 結 調 整 勘 定             ２３２             ３５５     △       １２３

そ の 他          １,２８８          １,２９７     △           ９

  投資その他の資産        ５１,２１０        ２６,６１４         ２４,５９６

投 資 有 価 証 券        ２７,９３９        １２,５７２         １５,３６６

出 資 金          ７,７７２          ６,５０６           １,２６５

長 期 貸 付 金             ９０９             ６９５              ２１３

繰 延 税 金 資 産        １３,５５７          ４,９３８           ８,６１８

そ の 他          ３,０９２          ３,１７９     △         ８７

貸 倒 引 当 金     △      ４０３     △          １     △       ４０１

投 資 損 失 引 当 金     △   １,６５６     △   １,２７６     △       ３８０

 繰  延  資  産             ２０８               １１              １９６

 為替換算調整勘定                 －        １３,６２６     △  １３,６２６

資 産 合 計      ４７１,２０８      ４１４,１７５         ５７,０３３

（注）
１． 受取手形割引高
２．受取手形裏書譲渡高
３．有形固定資産の減価償却累計額
４．保証債務
経営指導念書差入
５．自己株式の数
６．連結子会社の所有する

親会社株式の数

当    期
１,２５６ 百万円
７０ 百万円

３２５,３４１ 百万円
２,８５７ 百万円
５２４ 百万円
１１７ 株

１６,０００ 株

前    期
１,３７６ 百万円
７１ 百万円

３１１,６６２ 百万円
１,２２４ 百万円
５６９ 百万円
２１７ 株

１６,０００ 株
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（単位  百万円）

    科               目
当          期

(13.3.31 現在)

前          期

(12.3.31 現在)
    増           減

（負 債 の 部）

 流  動  負  債       ２２２,１５６       １８６,０４０          ３６,１１６

支払手形及び買掛金       １０３,０６４         ７０,６２５          ３２,４３８

短 期 借 入 金         ７５,２３０         ６８,９３１            ６,２９９

一年以内返済長期借入金           ４,１８７           ３,４３９               ７４７

コマーシャルペーパー                  －           ７,０００     △     ７,０００

一 年 以 内 償 還 社 債                  －           ３,００６     △     ３,００６

未 払 金         １２,６６７         １０,７０３            １,９６３

未 払 費 用         １９,９３０         １７,０４０            ２,８９０

未 払 法 人 税 等           ４,３７１           ３,１４４            １,２２７

そ の 他           ２,７０４           ２,１４９               ５５４

 固  定  負  債       １４０,３０７         ９７,３４３          ４２,９６３

社 債         ３５,０００         ３５,０００                   －

転 換 社 債         ３９,９９９         １９,９９９          ２０,０００

長 期 借 入 金         １５,６１６         １６,１８２     △        ５６５

退 職 給 与 引 当 金                  －         ２２,９２５     △   ２２,９２５

退 職 給 付 引 当 金         ４６,６３７                  －          ４６,６３７

役員退職慰労引当金           １,４９８           １,３１５               １８３

繰 延 税 金 負 債           １,０７８           １,０８８     △            ９

そ の 他              ４７６              ８３３     △        ３５６

負 債 合 計       ３６２,４６４       ２８３,３８４          ７９,０８０

少 数 株 主 持 分           ８,８８８           ８,７８２               １０６

（資 本 の 部）

 資      本      金         ２５,８９３         ２５,８９３                   －

 資  本  準  備  金         ６０,６６４         ６０,６６４                   －

 連  結  剰  余  金         ２２,０９７         ３５,４６１     △   １３,３６３

 その他有価証券評価差額金           ２,７５０                  －            ２,７５０

 為替換算調整勘定     △  １１,５３９                  －     △   １１,５３９

 自   己   株   式     △           ０     △           ０                   ０

 連結子会社の所有する親会社株式     △         １０     △         １０                   －

資 本 合 計         ９９,８５６       １２２,００８     △   ２２,１５２

  負債､少数株主持分及び資本合計       ４７１,２０８       ４１４,１７５          ５７,０３３

－５－



連 結 損 益 計 算 書

                                                              (単位  百万円)

科              目

当       期

12.4. 1 から

13.3.31 まで

前       期

11.4. 1 から

12.3.31 まで

   増        減

    売 上 高    ３９６,１０８    ３６１,０６３      ３５,０４５

    売 上 原 価    ３２９,７３８    ３０２,４４１      ２７,２９７

売 上 総 利 益      ６６,３６９      ５８,６２１        ７,７４８

    販売費及び一般管理費      ５６,１１０      ５２,８２２        ３,２８８

営 業 利 益      １０,２５８        ５,７９９        ４,４５９

    営  業  外  収  益

受 取 利 息 配 当 金           ６８７           ６１８             ６８

持分法による投資利益        １,１３１        １,２６２    △     １３１

雑 収 入        ３,０６６        ３,０２８             ３８

    営  業  外  費  用

支 払 利 息        ３,６３０        ３,１７２           ４５７

雑 損 失        １,０６０        ２,７６２    △  １,７０２

経 常 利 益      １０,４５３        ４,７７３        ５,６８０

   特   別   利   益

固 定 資 産 売 却 益           ６５０           １２７           ５２３

退職給付信託設定益        ７,８４５               －        ７,８４５

そ の 他             ５９           １４１    △       ８１

   特   別   損   失

固 定 資 産 除 却 損        １,６５５           １４８        １,５０６

退職給付引当金繰入額      ３１,３７７               －      ３１,３７７

棚 卸 資 産 廃 棄 損        ２,６８７               －        ２,６８７

そ の 他        ２,０９４        １,０７７        １,０１６

税金等調整前当期純利益    △１８,８０５        ３,８１５    △２２,６２１

   法人税､住民税及び事業税        ５,６４３        ３,４６２        ２,１８０

   法 人 税 等 調 整 額    △１２,５１２    △  １,０１０    △１１,５０２

   少 数 株 主 利 益           １６９           ３１９    △     １５０

当 期 純 利 益    △１２,１０６        １,０４３    △１３,１４９

－６－



連   結   剰   余   金   計   算   書

                                                                          (単位  百万円)

科              目

当    期

12.4. 1 から

13.3.31 まで

前    期

11.4. 1 から

12.3.31 まで

 連 結 剰 余 金 期 首 残 高     ３５,４６１     ２９,８８３

 過 年 度 税 効 果 調 整 額              －       ６,１０４

 連 結 剰 余 金 増 加 高          １８９              －

   連結子会社の合併に伴う増加額          １８９              －

 連 結 剰 余 金 減 少 高       １,４４７       １,５７１

   配 当 金       １,１７６       １,１７６

   役 員 賞 与          ２７０          ２３０

   連結子会社増加に伴う減少額              －          １６３

               

 当 期 純 利 益  △ １２,１０６       １,０４３

 連 結 剰 余 金 期 末 残 高     ２２,０９７     ３５,４６１

－７－



連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

                                                                         （単位  百万円）

科        目

当    期

12.4. 1 から

13.3.31 まで

前    期

11.4. 1 から

12.3.31 まで

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 △ １８,８０５ ３,８１５
減価償却費 ２２,０７５ ２１,８２９
有価証券売却益 △ ３ △ １,０６５
退職給与引当金の増加額（△減少額） △ ２２,９３３ ２９５
退職給付引当金の増加額 ４７,７２４ －
持分法による投資利益 △ １,１３１ △ １,２６２
売上債権の増加額 △ １８,４２９ △ ６,１７９
仕入債務の増加額 ２６,９８７ ５,８８７
受取利息配当金 △ ６８７ △ ６１８
支払利息 ３,６３０ ３,１７２
役員賞与の支払額 △ ３１４ △ ２６５
その他 △ ７,０７４ △ ３,１９７

    小    計 ３１,０３７ ２２,４１２
利息及び配当金の受取額 ６８７ ６１３
利息の支払額 △ ３,５５７ △ ３,１８９
法人税等の支払額 △ ４,４３０ △ ９２１

      営業活動によるキャッシュ・フロー ２３,７３７ １８,９１５
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △ ６６５ △ ７４１
定期預金の払戻による収入 ５７８ ６２５
有価証券の取得による支出 △ １１９ △ １,９１２
有価証券の売却による収入 ３,１２０ １,８６３
固定資産の取得による支出 △ ２２,９４８ △ ２０,１６５
固定資産の売却による収入 ２,４５６ ３５６
投資有価証券の取得による支出 △ ５,７８６ △ ６,７１０
貸付による支出 △ １,１８７ △ １,１６０
貸付金の回収による収入 １,５４４ ７６
その他 ６６９ △ ６４２

      投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２２,３３９ △ ２８,４１１
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増加額 ４,５５４ １０,１９３
コマーシャルペーパーの増加額（△減少額） △ ７,０００ １,０００
長期借入による収入 ３,８２６ ３,４９１
長期借入金の返済による支出 △ ４,０１４ △ ４,０３３
社債の発行による収入 ２０,０００ －
社債の償還による支出 △ ３,００１ －
ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ ２１３ △ １９７
自己株式の減少額 ０ ０
親会社による配当金の支払額 △ １,１７６ △ １,１７６
少数株主への配当金の支払額 △ ６６ △ １１７

      財務活動によるキャッシュ・フロー １２,９０８ ９,１５９
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ２１８ △ ５９７

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） １４,５２５ △ ９３３
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ２５,８５１ ２５,２３１
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 １１３ １,５５４

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ４０,４９０ ２５,８５１

－８－



連結財務諸表作成のための基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社数は４０社(国内１６社、海外２４社)であり、これらはいずれも主要な子会社
であります。
  主要会社名  ダイベア(株)、光洋電子工業(株)、光洋機械工業(株)、光洋販売(株)、
              光洋サーモシステム(株)、光洋シーリングテクノ(株)、
              KOYO CORPORATION OF U.S.A.(ｱﾒﾘｶ)、KOYO BEARINGS(EUROPE) LTD.(ｲｷﾞﾘｽ)
なお、当期より、KOYO STEERING EUROPE S.A.S.(ﾌﾗﾝｽ)および KOYO STEERING DIJON SAINT
ETIENNE S.A.S.(ﾌﾗﾝｽ)について、重要性が増したため連結子会社に含めております。
また、前期まで連結子会社でありましたENERFLUX INDUSTRIE S.A.(ﾌﾗﾝｽ)および MECAFLUX
S.A.(ﾌﾗﾝｽ)は、連結子会社であるHYDROPERFECT INTERNATIONAL S.A.(ﾌﾗﾝｽ)に吸収合併さ
れております。

２．持分法の適用に関する事項
非連結子会社１社（KOYO ITALIA S.R.L.(ｲﾀﾘｱ)）および関連会社２社(SONA KOYO STEERING
SYSTEMS LTD.(ｲﾝﾄﾞ)、TRW KOYO STEERING SYSTEMS CO.(ｱﾒﾘｶ)）に対する投資について持分
法を適用しております｡

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結決算日との間に生じた主要取引の調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項
    (1)  重要な資産の評価基準及び評価方法
         棚卸資産は主として移動平均法による原価法であります｡
         有価証券のうち、時価のあるものについては、連結決算日の市場価格に基づく時価法（評
         価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）で、時価のな
         いものについては、移動平均法による原価法であります。
    (2)  重要な減価償却資産の減価償却の方法
         有形固定資産・・・・定率法
                             ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
                             除く。)については、定額法を採用しております。
         無形固定資産・・・・定額法
                             なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能
                             期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
    (3)  重要な引当金の計上基準
      (a)  貸倒引当金
             期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実
             績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
             不能見込額を計上しております。
      (b)  投資損失引当金
             非連結子会社および関連会社に対する出資額の損失に備えるため､ 回収不能見込額を
             計上しております｡
      (c)  退職給付引当金
              従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額
              に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。
             なお、会計基準変更時差異（３１,３７７百万円）については、当期において一括費用
             計上しております。
      (d)  役員退職慰労引当金
             当社および一部の子会社は、役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基
             づく期末要支給額を計上しております。

－９－



    (4)  リース取引の処理方法

         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

         については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

    (5)  消費税等の会計処理

         税抜方式

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

        連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております｡

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は､ 連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に

基づいて作成しております｡

８． 連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項

     (1)  連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

         連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時

         引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

         クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

    (2)  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定

有価証券勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

株式及び償還期間が３ヶ月を超える債券等

当    期

３８,２０６百万円

４,０３１百万円

△ ６２５百万円

△  １,１２０百万円

前    期

２３,０７９百万円

１５,４８９百万円

△      ５３８百万円

△ １２,１７９百万円

現金及び現金同等物 ４０,４９０百万円 ２５,８５１百万円

（追加情報）

退職給付会計

      当期から退職給付に係る会計基準を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と

      比較して、退職給付費用が２３,９９４百万円増加し、経常利益は４６１百万円減少し､税金等

      調整前当期純利益は２３,９９４百万円減少しております。

      また、退職給与引当金および企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金

      に含めて表示しております。

金融商品会計

      当期から金融商品に係る会計基準を適用し、有価証券の評価の方法、主に株式・債券等の評価

      方法について変更しております。この結果、従来の評価方法によった場合と比較して、経常利

      益は１,２４４百万円増加し、税金等調整前当期純利益は４３０百万円増加しております。

      また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれている債券

      のうち１年内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券

      として表示しております。その結果、流動資産の有価証券は９,３３８百万円減少し､投資有価

      証券は９,３３８百万円増加しております。

外貨建取引等会計基準

      当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準を適用しております。この結果、従来の方法によ

      った場合と比較して、税金等調整前当期純利益は８１百万円減少しております。

      また、前期まで「資産の部」に計上しておりました為替換算調整勘定は、連結財務諸表規則の

      改正により、「資本の部」並びに「少数株主持分」に含めて計上しております。
－１０－



セ グ メ ン ト 情 報

  １．事業の種類別セグメント情報
      下記の理由により記載を省略しております。
        (1) 機械器具部品部門の売上高が、全セグメントの売上高合計の９０％超であるため。
        (2) 機械器具部品部門の営業利益が、営業利益の生じているセグメントの営業利益の合計額の
            ９０％超であるため。
        (3) 機械器具部品部門の資産が、全セグメントの資産合計の９０％超であるため。

  ２．所在地別セグメント情報
      当期（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）                （単位  百万円）

日本 欧州 北米
その他
の地域

計
消  去
又  は
全  社

連   結

Ⅰ．売上高及び営業損益
    売    上    高
 (1)外部顧客に対する売上高 261,126 78,601 34,266 22,113 396,108 - 396,108
 (2)セグメント間の内部売上高
    又 は 振 替 高

60,889 955 1,249 5,595 68,689 (68,689) -

計 322,015 79,557 35,515 27,709 464,797 (68,689) 396,108
    営  業  費  用 311,610 79,317 35,746 26,896 453,570 (67,720) 385,849

        営  業  利  益 10,404 240 (   230) 813 11,227 (   968) 10,258

Ⅱ．資    産 425,982 77,870 38,816 22,105 564,775 (93,566) 471,208

  (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
      ②各区分に属する主な国又は地域
        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、スペイン
        (2)北        米……アメリカ、カナダ
        (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア
      ③資産のうち、消去又は全社の項目の全社資産に連結調整勘定232百万円を含めております。
      ④当期から退職給付に係る会計基準を適用しております。これにより、「日本」の営業費用は
 ４６１百万円多く、営業利益は同額少なく計上されております。

      前期（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）                （単位  百万円）

日本 欧州 北米
その他
の地域

計
消  去
又  は
全  社

連   結

Ⅰ．売上高及び営業損益
    売    上    高
 (1)外部顧客に対する売上高 239,932 70,636 33,764 16,729 361,063 - 361,063
 (2)セグメント間の内部売上高
    又 は 振 替 高

51,821 762 1,520 5,529 59,633 (59,633) -

計 291,753 71,399 35,285 22,258 420,696 (59,633) 361,063
    営  業  費  用 286,917 72,002 35,971 21,476 416,367 (61,103) 355,264

        営  業  利  益 4,836 (   603) (   685) 782 4,329 1,469 5,799

Ⅱ．資    産 363,150 55,453 43,100 21,227 482,931 (68,756) 414,175

  (注)①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
      ②各区分に属する主な国又は地域
        (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、スペイン
        (2)北        米……アメリカ、カナダ
        (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア
      ③資産のうち、消去又は全社の項目の全社資産に連結調整勘定355百万円、為替換算調整勘定
        13,626百万円を含めております。
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  ３．海外売上高

      海外売上高、連結売上高および連結売上高に占める海外売上高の割合は次のとおりであります｡

      当期（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）
                                  欧   州         北   米      その他の地域          計
        ① 海外売上高          79,819百万円   40,361百万円   45,960百万円    166,141百万円
        ② 連結売上高                                                          396,108百万円
        ③ 連結売上高に占める
           海外売上高の割合          20.1％          10.2％          11.6％           41.9％
    （注）①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
          ②各区分に属する主な国又は地域
            (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、スペイン
            (2)北        米……アメリカ、カナダ
            (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア
          ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

      前期（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）
                                  欧   州         北   米      その他の地域          計
        ① 海外売上高          70,622百万円   40,153百万円   34,994百万円    145,770百万円
        ② 連結売上高                                                          361,063百万円
        ③ 連結売上高に占める
           海外売上高の割合          19.6％          11.1％           9.7％           40.4％
    （注）①国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
          ②各区分に属する主な国又は地域
            (1)欧        州……フランス、イギリス、オランダ、ドイツ、スペイン
            (2)北        米……アメリカ、カナダ
            (3)その他の地域……タイ、シンガポール、中国、オーストラリア
          ③海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

リ ー ス 取 引

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
                                                当      期                前      期
                                                備  品  等                備  品  等
        ①取 得 価 額 相 当 額              ５,０２６百万円           ４,３８２百万円
          減価償却累計額相当額              ３,４９５百万円           ３,１１５百万円
          期 末 残 高 相 当 額              １,５３１百万円           １,２６６百万円
        ②未経過リース料期末残高相当額
             １    年    内                    ５７６百万円              ６４４百万円
             １    年    超                   ９６４百万円              ６２５百万円
           （合          計）            （ １,５４１百万円）       ( １,２６９百万円)
          なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等
          に占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、支払利子込み法によっております。
                                                当      期                前      期
        ③支 払 リ ー ス 料                 ８１９百万円              ９１８百万円
          減価償却費相当額                 ８２７百万円              ８８７百万円
        ④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
          によっております。
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有 価 証 券

 当期（平成１３年３月３１日現在）

1. その他有価証券で時価のあるもの                                           （単位  百万円）

区      分 取 得 原 価
連結貸借対照表
計    上    額 差    額

 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
          株      式      ３,３４９      ９,１８６    ５,８３６
          債      券         １９５         ２１０         １４
          そ  の  他             －             －           －
          小      計      ３,５４５      ９,３９６    ５,８５０
 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
          株      式      ５,４７５      ４,３６９  △１,１０６
          債      券      １,０４８      １,０４５  △       ３
          そ  の  他         ３０７         ２９９  △       ７
          小      計      ６,８３１      ５,７１４  △１,１１６

合      計    １０,３７７    １５,１１１    ４,７３３

２. 当期中に売却したその他有価証券
売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

３.時価評価されていない主な有価証券                   （単位  百万円）

種      類 連結貸借対照表計上額
 その他有価証券
          非上場株式（店頭売買株式を除く）              ２６６
          ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ              ２１０
          公社債投信           ２,７００

合      計           ３,１７７

４.その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額        （単位  百万円）

種      類 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超
 債  券
         社  債     １,０００        １２９            ５            －
         その他        １１９            －            －            －
 その他            －            －            －            －
合      計     １,１２０        １２９            ５            －

－１３－



有 価 証 券 の 時 価 等

  前期（平成１２年３月３１日現在）
                                                                              （単位  百万円）

連結貸借対照表
種      類 計    上    額 時        価 評  価  損  益

 (1) 流動資産に属するもの
          株      式        ７,９６０      １５,１２３        ７,１６２
          債      券             １６             ２５               ８
          そ  の  他        １,８０４        １,８１５             １１
          小      計        ９,７８０      １６,９６３        ７,１８３
 (2)固定資産に属するもの
          株      式        １,３９３      １２,１６９      １０,７７６
          債      券               －               －               －
          そ  の  他               －               －               －
          小      計        １,３９３      １２,１６９      １０,７７６

合      計      １１,１７３      ２９,１３３      １７,９５９

（注）
    １．時価等の算定方法
        上場有価証券                           主に東京証券取引所の最終価格であります。
        店頭売買有価証券                       日本証券業協会が公表する売買価格等であります。
        非上場の証券投資信託の受益証券         基準価格であります。
    ２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額
        ① 流動資産に属するもの
            ・債  券                                ４,１２９百万円
            ・その他                                １,５７９百万円
        ② 固定資産に属するもの
            ・非上場株式                          １１,１７８百万円

デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益

    評価損益相当額および契約額がともに少額であって重要性が乏しいため、時価及び評価損益並びに
    契約額の記載を省略しております。

関 連 当 事 者 と の 取 引

親会社及び法人主要株主等

関 係 内 容

属 性
会社等

の名称
住所
資本金

(百万円)

事 業 の

内    容

議決権等の

被所有割合
役員の

兼任等

事 業 上

の 関 係

取 引 の

内 容

取 引

金 額

(百万円)

科 目

期 末

残 高

(百万円)

その他の

関係会社

トヨタ

自動車

(株)

愛知県

豊田市 397,049

自動車等の

製造・販売

直接

24.8％

兼任

2人

転籍

5人

当社製品･購

入製品の販売

ﾄﾖﾀ自動車(株)

からの原材料･

部 品 の 仕 入

ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ

等の販売 53,719 売掛金 5,742

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等

1. 販売取引については、市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上、
   決定しております。

2. 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。
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平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 25日

上   場   会   社   名       光洋精工株式会社 上場取引所東 大 名 福 札

コード番号       6473 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役経理部長 大阪府

                氏              名 妹尾　泰輔 TEL (06) 6271 - 8261

決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 25日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績(平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日)

(1)経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 283,651 7.8 5,240 134.1 6,333 161.1

12年  3月期 263,092 0.0 2,239 1.1 2,425 20.7

  
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 △ 8,325 - △ 42.44 - △ 6.9 1.8 2.2

12年  3月期 1,087 △ 9.8 5.54 5.33 0.9 0.8 0.9

(注)①期中平均株式数 13年  3月期   196,175,184 株　　　12年  3月期   196,174,782 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 6.00 3.00 3.00 1,177 - 1.0

12年  3月期 6.00 3.00 3.00 1,177 108.3 1.0

(注)13年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 365,074 116,376 31.9 593.23

12年  3月期 321,218 123,280 38.4 628.42

(注)期末発行済株式数　13年  3月期      196,175,184 株　　　12年  3月期      196,175,184 株

２. 14年  3月期の業績予想(平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日)

売上高 経常利益 当期純利益

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 141,500 2,300 1,000 3.00 － －

通　　期 290,000 6,500 3,200 － 3.00 6.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   16 円 31 銭 

１株当たり株主資本

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益

１株当たり年間配当金

株主資本比率

１株当たり年間配当金

総  資  産 株  主  資  本



 貸      借      対      照      表

（単位  百万円）

当          期 前          期
科         目

(13.3.31 現在) (12.3.31 現在)
増           減

（ 資 産 の 部 ）

 流  動  資  産   １７０,７３８   １４７,７７６     ２２,９６２

現 金 及 び 預 金 ２６,０１０ １３,０１４ １２,９９６

受 取 手 形 ５,５５６ ４,７３９ ８１７

売 掛 金 ９１,２１６ ７７,９３３ １３,２８３

有 価 証 券 ３,８２０ １２,１９８ △    ８,３７８

商品・製品及び仕掛品 ２６,７２７ ２５,７７２ ９５５

原材料及び貯蔵品 ４,８４８ ４,８４３ ４

前 払 費 用 １２ ２９ △         １６

繰 延 税 金 資 産 １,９２７ １,０９１ ８３５

未 収 入 金 １０,２９０ ７,２７０ ３,０２０

自 己 株 式 ０ ０ △           ０

そ の 他 ７１２ １,２９５ △       ５８３

貸 倒 引 当 金 △       ３８７ △       ４１３ ２６

 固  定  資  産   １９４,３３５   １７３,４４２     ２０,８９３

  有 形 固 定 資 産     ９０,００７     ９２,９３３ △    ２,９２５

建 物 ２０,０３９ ２１,０５７ △    １,０１７

構 築 物 １,３８１ １,４４９ △         ６７

機 械 及 び 装 置 ４３,７９６ ４５,２６３ △    １,４６６

車 輌 運 搬 具 ３３５ ３５２ △         １７

工 具 器 具 備 品 ３,４９６ ３,４８４ １２

土 地 １６,８７０ １７,３０３ △       ４３２

建 設 仮 勘 定 ４,０８６ ４,０２２ ６４

  無 形 固 定 資 産          ５４４          ５０４            ３９

ソ フ ト ウ ェ ア 等 ５４４ ５０４ ３９

  投資その他の資産   １０３,７８３     ８０,００４     ２３,７７９

投 資 有 価 証 券 １３,８８２ ３９７ １３,４８４

関 係 会 社 株 式 ７６,８６７ ７３,０２８ ３,８３８

出 資 金 ６ ６ －

関 係 会 社 出 資 金 ８,２７０ ７,１５０ １,１１９

長 期 貸 付 金 ０ ９７ △         ９７

長 期 前 払 費 用 １２５ ２１８ △         ９２

繰 延 税 金 資 産 ７,７７１ １,５４２ ６,２２９

そ の 他 １,２２５ １,３０６ △         ８１

貸 倒 引 当 金 △       ２４２ △           １ △       ２４１

投 資 損 失 引 当 金 △    ４,１２４ △    ３,７４３ △       ３８０

資 産 合 計 ３６５,０７４ ３２１,２１８ ４３,８５５

(注)
１.
２.

３.

有形固定資産の減価償却累計額
保証債務
保証予約
経営指導念書差入
自己株式の数

当    期
２２４,４１７百万円
１９,７４７百万円
７,３４６百万円
７,５５９百万円
１１７株

前    期
２２０,１２１百万円
７,３１３百万円
３,５９７百万円
１０,６２８百万円

２１７株
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（単位  百万円）

当          期 前          期
科         目

(13.3.31 現在) (12.3.31 現在)
増           減

（ 負 債 の 部 ）

 流  動  負  債   １３４,３５５   １２０,０６３     １４,２９１

支 払 手 形 １４,４８６ １０,１１４ ４,３７１

買 掛 金 ６６,９１１ ５２,８０６ １４,１０５

短 期 借 入 金 ３０,８５０ ３０,８５０ －

一年以内返済長期借入金 ５００ ５００ －

コマーシャルペーパー － ７,０００ △    ７,０００

未 払 金 １０,９０５ ９,４０６ １,４９９

未 払 費 用 ８,２８０ ７,３０５ ９７５

未 払 法 人 税 等 ２,０２０ １,６８０ ３３９

前 受 金 ５７ ８ ４９

預 り 金 ２７４ ２９４ △         １９

そ の 他 ６７ ９６ △         ２９

 固  定  負  債   １１４,３４２     ７７,８７４     ３６,４６７

社 債 ３５,０００ ３５,０００ －

転 換 社 債 ３９,９９９ １９,９９９ ２０,０００

長 期 借 入 金 ６,０００ ６,５００ △       ５００

退 職 給 与 引 当 金 － １５,９７７ △  １５,９７７

退 職 給 付 引 当 金 ３２,９０２ － ３２,９０２

役員退職慰労引当金 ４４０ ３９７ ４２

負 債 合 計 ２４８,６９７ １９７,９３８ ５０,７５９

（ 資 本 の 部 ）

 資    本    金     ２５,８９３     ２５,８９３              －

 資 本 準 備 金     ６０,６６４     ６０,６６４              －

 利 益 準 備 金       ５,７６５       ５,６０６          １５８

 その他の剰余金     ２１,３６４     ３１,１１５ △    ９,７５０

  任 意 積 立 金     ２６,１４７     ２６,１６４ △       １６

特 別 償 却 準 備 金 １６ ３２ △       １６

固定資産圧縮積立金 １,６２６ １,６２６ －

別 途 積 立 金 ２４,５０５ ２４,５０５ －

  当期未処分利益 △  ４,７８３     ４,９５０ △  ９,７３３

 その他有価証券評価差額金       ２,６８７              －       ２,６８７

資 本 合 計 １１６,３７６ １２３,２８０ △    ６,９０４

負 債 及 び 資 本 合 計 ３６５,０７４ ３２１,２１８ ４３,８５５

－１７－



損       益       計       算       書

（単位  百万円）

当        期 前        期
科                目 12.4. 1 から 11.4. 1 から 増        減

13.3.31 まで 12.3.31 まで

   売 上 高 ２８３,６５１ ２６３,０９２ ２０,５５８

   売 上 原 価 ２５０,０５４ ２３４,０９８ １５,９５６

売 上 総 利 益   ３３,５９６   ２８,９９４     ４,６０２

   販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ２８,３５５ ２６,７５５ １,６００

営 業 利 益     ５,２４０     ２,２３９     ３,００１

   営  業  外  収  益

受 取 利 息 配 当 金 ６９３ ８２８ △     １３４

雑 収 入 ２,４０３ ２,３１２ ９１

   営  業  外  費  用

支 払 利 息 １,２２７ １,１８４ ４３

雑 損 失 ７７６ １,７６９ △     ９９２

経 常 利 益     ６,３３３     ２,４２５     ３,９０７

   特   別   利   益

固 定 資 産 売 却 益 ５７１ １２８ ４４３

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 － １０７ △     １０７

退 職 給 付 信 託 設 定 益 ７,８４５ － ７,８４５

   特   別   損   失  

固 定 資 産 除 却 損 ９５６ ３６９ ５８７

有 価 証 券 等 評 価 損 ４６８ － ４６８

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ２１５ － ２１５

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 ３８０ ２９ ３５０

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 ２５,７７５ － ２５,７７５

棚 卸 資 産 廃 棄 損 １,５１４ － １,５１４

特 別 退 職 金 ７６ ５７６ △     ４９９

税 引 前 当 期 純 利 益 △１４,６３６     １,６８４ △ １６,３２１

  法人税、住民税及び事業税 ２,７００ １,８００ ９００

  法 人 税 等 調 整 額 △  ９,０１１ △  １,２０２ △  ７,８０９

当 期 純 利 益 △  ８,３２５     １,０８７ △  ９,４１２

  前 期 繰 越 利 益 ４,１８９ １,８７７ ２,３１２

  過 年 度 税 効 果 調 整 額 － １,４３２ △  １,４３２

  税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う
  特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額

－ ２３ △       ２３

  税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う
  固定資産圧縮積立金取崩額

－ １,１７７ △  １,１７７

  中 間 配 当 額 ５８８ ５８８ ０

  利 益 準 備 金 積 立 額 ５８ ５８ ０

当 期 未 処 分 利 益 △  ４,７８３     ４,９５０ △  ９,７３３

－１８－



利    益    処    分    案

                                                                     (単位  百万円)

項                目 当        期 前        期

当 期 未 処 分 利 益 △  ４,７８３ ４,９５０

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 ５ １７

別 途 積 立 金 取 崩 額 ７,５００ －

合                計 ２,７２２ ４,９６８

こ れ を 次 の と お り 処 分 い た し ま す 。

利 益 準 備 金 １００ １００

利 益 配 当 金 ５８８ ５８８

(１株につき３円) (１株につき３円)

取 締 役 賞 与 金 ８０ ８０

監 査 役 賞 与 金 ９ ９

特 別 償 却 準 備 金 １６ ０

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ２５ －

圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金 ２１７ －

次 期 繰 越 利 益 １,６８４ ４,１８９

－１９－



重要な会計方針

１．有価証券の評価方法及び評価基準
     子会社株式及び関連会社株式・・・・移動平均法による原価法
     その他有価証券
                 時価のあるもの・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法

            （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は
            移動平均法により算定）

                時価のないもの・・・・移動平均法による原価法
２．棚卸資産の評価方法及び評価基準
        移動平均法による原価法
３．固定資産の減価償却の方法
        有形固定資産・・・・定率法
                            ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く。)
                            については、定額法を採用しております。
        無形固定資産・・・・定額法
                            なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
                            （５年）に基づく定額法を採用しております。
４．繰延資産の処理方法
        社債発行費は支出時に全額費用処理しております。
５．引当金の計上基準
        (1) 貸倒引当金

                  期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
                  率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
                  見込額を計上しております。
        (2) 投資損失引当金
              関係会社に対する出資額の損失に備えるため､ 回収不能見込額を計上しております。
        (3) 退職給付引当金

                  従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に
                  基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。

              なお、会計基準変更時差異（２５,７７５百万円）については、当期において一括費用計
              上しております。
        (4) 役員退職慰労引当金
              役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお
              ります。
６．リース取引の処理方法
        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
        いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
７．消費税等の会計処理
        税抜方式

  （追加情報）
退職給付会計

        当期から退職給付に係る会計基準を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と
        比較して、退職給付費用が１８,２３１百万円増加し、経常利益は３０１百万円減少し､税引前
        当期純利益は１８,２３１百万円減少しております。
        また、退職給与引当金および企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金
        に含めて表示しております。
金融商品会計

        当期から金融商品に係る会計基準を適用し、有価証券の評価の方法、主に株式・債券等の評価
        方法について変更しております。この結果、従来の評価方法によった場合と比較して、経常利
        益は１,２２９百万円増加し、税引前当期純利益は６２７百万円増加しております。
        また期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれている債券の
        うち１年内に満期の到来するものは流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券と
        して表示しております。その結果、流動資産の有価証券は９,２６４百万円減少し､投資有価証
        券は９,２６４百万円増加しております。
外貨建取引等会計基準

        当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準を適用しております。この結果、従来の方法によ
        った場合と比較して、税引前当期純利益は８１百万円減少しております。

－２０－



リ    ー    ス    取    引

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

①

②

取 得 価 額 相 当 額
減価償却累計額相当額
期 末 残 高 相 当 額
未経過リース料期末残高相当額
           １    年    内
           １    年    超
         （合          計）

当      期
備  品  等
２,８０９百万円
２,２５７百万円
５５１百万円

２５８百万円
３０２百万円

（    ５６１百万円）

前      期
備  品  等
２,９９４百万円
２,２９４百万円
６９９百万円

４３４百万円
２６７百万円

（   ７０２百万円)

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める
未経過リース料期末残高の割合が低いため、支払利子込み法によっております。

③ 支 払 リ ー ス 料
減 価 償 却 費 相 当 額

当     期
５０１百万円
５０８百万円

前     期
６８６百万円
６５５百万円

④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって
おります。

有      価      証      券

当期（平成１３年３月３１日現在）

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                                   (単位  百万円)

種   類 貸借対照表計上額 時      価 差      額

子 会 社 株 式

関連会社株式

１,６１４

－

１,６１４

－

△    ０

－

合        計 １,６１４ １,６１４ △    ０

－２１－




